
「快適・安全なすまいのつくりかた
〜ネットゼロエネルギー住宅(ZEH)の現状と課題」

令和２年度 省エネルギー月間講演会
練馬区役所アトリウム地下 多目的会議室，2021年2月23日（祝）10:00-12:00

芝浦工業大学 建築学部 建築学科・教授

秋 元 孝 之
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※1970年、1990年、2012年のエネルギー消費効率を100とする
※エネルギー消費効率＝最終エネルギー消費／実質GDP

 エネルギーミックスは「2030年度に最終エネルギー需要を対策前比5,030万kl程度削減」を見込む。

 実現には、オイルショック後並みのエネルギー消費効率の改善（▲35%）が必要。

長期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス）における省エネ対策
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2030年度
（見込み）

2013年度
（実績）

3.61億kl
（2013年度）

経済成長
1.7％／年

3.26億kl程度
（対策後）

産業
1.60億kl

業務
0.65億kl

運輸
0.84億kl

家庭
0.52億kl

産業
1.70億kl

業務
0.56億kl

運輸
0.62億kl

家庭
0.38億kl

産業
1,042万kl

業務
1,226万kl

運輸
1,607万kl

家庭
1,160万kl

3.76億kl
（対策前）

徹底した省エネ対策
5,030万kl程度削減＝

1990年~2010年の推移

1970年~1990年の推移
（オイルショック後の実績）

2012年~2030年の推移
（今後の見込み）

▲35%の改善

必要とされるエネルギー消費効率の改善エネルギーミックスにおける最終エネルギー需要の見通し

（エネルギー消費効率）
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エネルギーミックスの省エネ対策の進捗状況（2017年度）

業務部門 ＜省エネ量▲1,227万kl＞

運輸部門 ＜省エネ量▲1,607万kl＞

産業部門 ＜省エネ量▲1,042万kl＞

家庭部門 ＜省エネ量▲1,160万kl＞

2017年度時点で▲239万kl（進捗率：23.0％） 2017年度時点で▲253万kl（進捗率：20.6％）

2017年度時点で▲362万kl（進捗率：22.5％）2017年度時点で▲219万kl（進捗率：18.9％）

 主な対策
• LED等の導入［116.0万kl/228.8万kl (50.7%) ］
• 高効率な冷凍冷蔵庫やルーター・サーバー等の導入

［41.3万kl/278.4万kl (14.8%) ］
• BEMSの活用等によるエネルギー管理の実施

［48.3万kl/235.3万kl (20.5%) ］

 主な対策
• LED等の導入［115.1万kl/201.1万kl (57.2%) ］
• トップランナー制度等による機器の省エネ性能向上

［15.9万kl/133.5万kl (11.9%) ］
• 住宅の省エネ化［24.4万kl/356.7万kl (6.8%) ］

 主な対策
• 次世代自動車の普及［71.5万kl /938.9万kl(7.6％) ］※
• その他の運輸部門対策［290.7万kl/668.2万kl (43.5％) ］
（内訳）貨物輸送［143.5万kl /337.6万kl（42.5％) ］

旅客輸送［147.3万kl /330.5万kl（44.6％) ］

 主な対策
• LED等の導入［58.4万kl/108.0万kl (54.1％) ］
• 産業用ヒートポンプの導入［6.1万kl/87.9万kl (6.9％) ］
• 産業用モータの導入［11.0万kl/166.0万kl (6.6％) ］
• FEMSの活用等によるエネルギー管理の実施

［8.9万kl/67.2万kl (13.2％) ］

全体 ＜省エネ量▲5,030万kl＞ 2017年度時点で▲1,073万kl（進捗率：21.3％）
2016年度時点で▲876kl（進捗率17.4％）
2015年度時点で▲597kl（進捗率11.8％）

※「次世代自動車の普及」は2017年度実績が未集計のため、2016年実績値

※

※



 2017年度より、以下規制を措置
・大規模（延床面積2,000㎡以上）非住宅建築物に
ついて、新築時等におけるエネルギー消費性能基
準への適合義務化

・中規模（延床面積300㎡以上）建築物の新築時等
における省エネ計画の届出を義務化

 建築物省エネ法の改正法が2019年5月17日に
公布。更なる省エネに向け、規模・用途ごとの特
性に応じた実効性の高い総合的な対策を講じる。

建築物省エネ法に基づく省エネ基準適合義務化
【新築】

建材へのトップランナー制度導入・拡大
【新築/既築】

 2020年までにハウスメーカー等が新築する注文戸
建住宅の半数以上で、2030年までに新築住宅の
平均でZEHの実現を目指す

 2020年までに国を含めた新築公共建築物等で、
2030年までに新築建築物の平均でZEBを実現す
ることを目指す

→ 補助金等による実証/導入支援

住宅・ビルのゼロ・エネルギー化の推進
【新築/既築】

 2020年までに、省エネリノベーションを倍増

 将来的には既築住宅のZEH化も推進

→ 補助金等による導入支援

省エネリノベーションの推進
【既築】

 2013年度より建材トップランナー制度を導入

（ロックウール断熱材、グラスウール断熱材、
押出法ポリスチレンフォーム、サッシ、複層ガラス）

 2017年度より硬質ウレタンフォーム（現場吹付け
品）に準建材トップランナー制度を導入

住宅・建築物の徹底した省エネの推進 (規制と支援)
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気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）
（フランス パリ, 2015年11月30日～12月12日）

出所：全国地球温暖化防止活動推進センター

日本は民生部門の
CO2排出量を2030
年までに4割削減する
目標を掲げている。

実現のためには更なる
省エネ化の促進が必
要となる。

住宅については、戸建
て住宅に加えて
集合住宅の対策も求
められる。

新築に加えて
ストックの性能向上が
重要となる。
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SDGsにおけるZEH・ZEBの位置づけ
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 SDGs(持続可能な開発目標)とは、2015年9月の国連サミット採択された、「誰一人取り残さな
い」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のため、2030年を年限とする17の国際目標。

 政府が2019年6月に決定した『拡大版SDGsアクションプラン2019』では、日本の優先課題の一
つである「省エネ・再エネ、気候変動対策、循環型社会」の分野における具体的な取組として、
ZEH・ZEBによる住宅・建築物の省エネ化・低炭素化の推進が挙げられている。



2050年までに温室効果ガスの排出を全体として
ゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラル、
脱炭素社会の実現を目指す。

菅首相 所信表明演説（2020年10月26日）
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1973 1990 2016 

エネルギー消費シェアの推移

産業

業務・
家庭

運輸

大手住宅事業者の供給する戸建住宅等へのトップランナー制度の全面展開

○ 建売戸建住宅を供給する大手住宅事業者に加え、注文戸建住宅・賃貸アパートを供給する大手住宅事業者を対象に、トップランナー基
準（省エネ基準を上回る基準）に適合する住宅を供給する責務を課し、国による勧告・命令等により実効性を担保

大手ハウスメーカー等の供給する戸建住宅等について、トップランナー基準への適合を徹底

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律

[省エネ性能向上のための措置例]

太陽光発電

高効率給湯断熱材

ペアガラス
二重サッシ

日差しを遮る庇

背景・必要性

○ 我が国のエネルギー需給構造の逼迫の解消や、地球温暖化対策に係る｢パリ協定｣の目標＊達成のため、
住宅・建築物の省エネ対策の強化が喫緊の課題

＜その他＞ ○ 気候・風土の特殊性を踏まえて、地方公共団体が独自に省エネ基準を強化できる仕組みを導入 等

オフィスビル等に係る措置の強化

○ 省エネ基準への適合を建築確認の要件とする建築物の対象を拡大 (延べ面積の下限を2000㎡から300㎡に見直すことを想定)

建築確認手続きにおいて省エネ基準への適合を要件化

○ 省エネ性能向上計画の認定（容積率特例）＊の対象に、複数の建築物の連携による取組を追加
（高効率熱源（コージェネレーション設備等）の整備費等について支援（※予算関連））

複数の建築物の省エネ性能を総合的に評価し、高い省エネ性能を実現しようとする取組を促進
複数の建築物の連携による取組の促進

オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
等

＊我が国の業務・家庭部門の目標(2030年度)：温室効果ガス排出量約4割削減(2013年度比)

法律の概要

⇒ 住宅・建築物市場を取り巻く環境を踏まえ、規模・用途ごとの特性に応じた実効性の高い総合的な対策を講じ
ることが必要不可欠

マ
ン
シ
ョ
ン
等

○ 所管行政庁による計画の審査（省エネ基準への適合確認）を合理化（民間審査機関の活

用）し、省エネ基準に適合しない新築等の計画に対する監督（指示・命令等）体制を強化

監督体制の強化により、省エネ基準への適合を徹底
マンション等に係る計画届出制度の審査手続の合理化

＊本法に基づく段階的な措置の強化は、「地球温暖化対策計画(2016.5閣議決定)」「エネルギー基本計画(2018.7閣議決定)」における方針を踏まえたもの

戸建住宅等に係る省エネ性能に関する説明の義務付け

○ 小規模(延べ面積300㎡未満を想定)の住宅・建築物の新築等の際に、設計者(建築士)から
建築主への省エネ性能に関する説明を義務付けることにより、省エネ基準への適合を推進

設計者（建築士）から建築主への説明の義務付けにより、省エネ基準への適合を推進
戸
建
住
宅
等

＊新築等の計画が誘導基準に適合する場合に所管行政庁
の認定を受けることができる制度。認定を受けた場合に
は、省エネ性能向上のための設備について容積率を緩
和

公布日：2019年5月17日

法公布後6ヶ月以内施行

法公布後6ヶ月以内施行

法公布後6ヶ月以内施行

法公布後2年以内施行

法公布後2年以内施行

法公布後2年以内施行

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律 公布日：2019年5月17日
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建築物省エネ法（現行制度）
建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

非住宅 住宅

適合義務
【建築確認手続きに連動】

届出義務
【基準に適合せず、
必要と認める場合、

指示・命令等】

届出義務
【基準に適合せず、
必要と認める場合、

指示・命令等】

努力義務
【省エネ性能向上】

努力義務
【省エネ性能向上】

省エネ法
エネルギーの使用の合理化等に関する法律

非住宅 住宅

大規模
（2,000㎡
以上）

届出義務
【著しく不十分な場合、

指示・命令等】

届出義務
【著しく不十分な場合、

指示・命令等】

届出義務
【著しく不十分な場合、

勧告】

中規模
（300㎡以上

2,000㎡
未満）

届出義務
【著しく不十分な場合、

勧告】

小規模
（300㎡未満）

努力義務
【省エネ性能向上】

努力義務
【省エネ性能向上】

建築物省エネ法の変遷

持家
建売戸建

注文戸建

貸家 賃貸アパート

建築物省エネ法（改正案）
建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

非住宅 住宅

適合義務
【建築確認手続きに連動】

届出義務
【基準に適合せず、
必要と認める場合、

指示・命令等】

所管行政庁の審査手
続を合理化

公布日から6ヵ月以内に施行

⇒監督（指示・命令
等） の実施に重点化

適合義務
【建築確認手続きに連動】
公布日から2年以内に施行

努力義務
【省エネ基準適合】

＋
建築士から建築主
への説明義務

↑
公布日から2年以内に施行

公布日から6ヵ月以内に施行→

努力義務
【省エネ基準適合】

＋
建築士から建築主
への説明義務

特定建築物 特定建築物第一種特定建築物

第二種特定建築物

トップランナー制度

持

家
建売戸建

トップランナー制度

持

家
建売戸建

トップランナー制度

平成29年4月全面施行 平成31年審議会報告
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①オフィスビル等に対する措置
・省エネ基準への適合を建築確認の要件とする建築物の対象に、中規模＊のオフィスビル等を追加
＊延べ面積を300 ㎡とすることを想定。現行は大規模（延べ面積2000 ㎡以上）のオフィスビル等
が対象
・省エネ性能向上計画の認定（容積率特例）＊の対象に、複数の建築物の連携による取組を追加
＊認定を受けた場合、省エネ性能向上のための設備について容積率を緩和

②マンション等に対する措置
・届出制度における所管行政庁による計画の審査を合理化＊し、省エネ基準に適合しない新築等の
計画に対する監督体制を強化
＊民間審査機関の評価を受けている場合に所管行政庁による省エネ基準の適合確認を簡素化

③戸建住宅等に対する措置
・設計者である建築士から建築主に対して省エネ性能に関する説明を義務付ける制度を創設
・トップランナー制度＊の対象に、注文戸建住宅・賃貸アパートを供給する大手住宅事業者を追加
＊トップランナー基準（省エネ基準を上回る基準）を設定し省エネ性能の向上を誘導。現行は建売
戸建住宅を供給する大手住宅事業者が対象

④その他の措置
・気候・風土の特殊性を踏まえて、地方公共団体が独自に省エネ基準を強化できる仕組みを導入等

10



11



12



13



14



15



16



17



戸建住宅におけるZEHロードマップ（2018年見直し）

18

定義の確立

事業者の補助

目標の設定

技術者の育成

広報

技術開発

ZEHの普及

定義確立

2015
年度

2020
年度

2017
年度

2030
年度

目標 新築戸建住宅の過半数を
ZEH化

（必要に応じて）定義・水準の見直し

新築戸建住宅における
ZEHの自立普及／

新築住宅の平均でZEHを実現

（ZEHロードマップ検討委員会） （ZEHロードマップフォローアップ委員会）

業
界
団
体
・
民
間
事
業
者

国

（必要に応じて）
限定的な延長

ZEHの標準仕様化（ZEH+の住宅商品ラインナップ化を含む）
ZEHの要素技術の標準仕様化要素技術の高度化・普及促進

建築補助 定義・水準に応じた
建築補助

設計ノウハウの普及促進中小工務店等のノウハウ確立

自主的な行動計画等に基づくデータ収集・進捗管理・定期報告
評価制度の確立、登録制度の見直し

設計ノウハウの標準化

ZEH広報／ブランド化
販売ノウハウの標準化販売ノウハウの普及促進

定義・目指すべき
水準の拡張

注）ここでのZEHとは、ZEH+を含めた広義のZEHを指す

 ZEHロードマップフォローアップ委員会を2017年7月に設置。
ZEHの更なる普及拡大に向けた対策を検討し、ZEHロードマップを見直し、2018年5月に公表。
– 2020年目標の具体化及び実現に向けた取り組み状況のフォローアップ、追加的な対策の検討
– 2030年目標の実現に向けた課題と対策を検討
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集合住宅におけるZEHのロードマップ

24

 

定義の確立

事業者の補助

目標の設定

設計ノウハウ

広報

技術開発

ZEHの普及

定義確立

2017
年度

2020
年度

2030
年度

目標 集合ZEHの普及加速

（必要に応じて）定義の見直し

集合ZEHの自立普及
新築住宅の平均でZEHを実現

業
界
団
体
・
民
間
事
業
者

国

（必要に応じて）限定的な延長建築補助

多様な建築プラン等での
事例・設計ノウハウの確立、横展開

便益の評価方法の検討

補助事業と連携した、
住宅仕様・住まい方・地域等ごとの多様な便益の情報収集
要素技術の高度化・低コスト化の推進、
省エネ設計・評価システムの開発・標準化

太陽光発電に係る新規ビジネスの促進

設計ノウハウの標準化

販売ノウハウの標準化

官民の役割分担と訴求ターゲットを明確にした広報

要素技術の標準仕様化

自主的な行動計画等に基づく
データ収集・進捗管理・定期報告登録制度の見直しZEHデベロッパーの

登録制度確立

 集合住宅におけるZEHロードマップ検討委員会を2017年9月に設置。
着工戸数が増加傾向にある集合住宅において、先導的な民間事業者でZEHを目指した取組が始まりつつある中
において、そのロードマップを策定し、2018年5月に公表。
– 集合住宅におけるZEHの定義及びその実現性・目指すべき水準を検討
– 2030年目標の実現に向けた課題と対策を検討



住宅生産団体連合会（住団連）
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しょう
じゅう

たく
とく

ちょう

高断熱で

快適！

こうだんねつ

かいてき

なつ すず

ふゆあたた

エネルギー

使用量を削減！
しようりょう さくげん

さくげんだんぼう

れいぼう

かんき

きゅうとう

しょうめい

エネルギーを

つくる！
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高断熱・
高気密

こう だん ねつ

こう き みつ 夏
なつ

冬
ふゆ
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床７％

開口部
５８％

外壁
１５％

換気
１５％

屋根
５％

屋根
11％

換気
６％

外壁
７％

開口部
７３％

床３％

や ね や ね

かん き

がいへき

かいこう ぶ

ゆか

かん き

がいへき

かいこう ぶ

ゆか

高断熱・
高気密

こう だん ねつ

こう き みつ 夏
なつ

冬
ふゆ
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断熱材
だんねつざい

日射しを
さえぎる軒

ひ ざ

のき

断熱サッシ
だんねつ

高断熱・
高気密

こう だん ねつ

こう き みつ 夏
なつ

冬
ふゆ
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住まいの断熱って、

保温ポットのようなもの!?

す だん ねつ

ほ おん

保温ポットの中
ほ おん
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高効率な
設備

こう こう りつ

せつ び

省エネ家電
しょう かでん

冷暖房設備
れい だん ぼうせつ び

給湯設備
きゅうとう せつび

照明設備
しょうめい せつび

24時間

換気システム

じかん

かんき

太陽熱利用
システム

たいよう ねつ りよう

家庭用蓄電池
かていよう ちくでんち

太陽光発電
たいようこう はつでん
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年間の光熱費年間の光熱費 これまでの住宅
じゅうたくねん かん こう ねつ ひ ねん かん こう ねつ ひ

や く ま ん え ん ま ん え んや く

約３９万円 約２８万円

温暖地（例：東京都23区）

おん だん ち
れい とうきょうと く

寒冷地（例：北海道札幌市）

かん れい ち れい ほっかいどう さっぽろし

年間の光熱費比較
ねん かん こう ねつ ひ ひ かく

一般的な

省エネ住宅

約３３万円 約２２万円

いっぱんてき

しょう じゅうたく

や く ま ん え ん や く ま ん え ん

高度な

省エネ住宅

約２１万円 約１６万円

こうど

しょう じゅうたく

や く ま ん え ん や く ま ん え ん
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表面温度と室温が近い＝いつでもどこでも快適！
ひょう めん おん ど しつ おん ちか かい てき

足元だけ寒い、冷房の利きにムラがある

…は断熱性能が低いから

あしもと さむ れいぼう き

だん ねつ せい のう ひく

外気温度
０℃

がい き おん ど

室温
２０℃

しつ おん

室温
２０℃

しつ おん

表面温度
１０℃

ひょうめんおんど

体感温度１5℃
たいかんおんど

表面温度
１８℃

ひょうめんおんど

体感温度１９℃
たいかんおんど
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サーモグラフによる室内の温度分布のようす
しつ ない おん ど ぶん ぷ

せっていおんど

へきめんおんど

せっていおんど

へきめんおんど

あしもと

さむ

あしもと

あたた

せっていおんど

しつおん

せっていおんど

しつおん

34



28.9%

13.8%

8.6%

7.0%

6.7%

3.9%
・

・

・

せい び えん

アレルギー性鼻炎

せい けつ まく えん

アレルギー性結膜炎

こう けつ あつしょう

高血圧症
せい ひ ふ えん

アトピー性皮膚炎
き かん し ぜんそく

気管支喘息
かん せつ えん

関節炎

21.0%

9.3%

3.6%

2.1%

4.5%

1.3%

転居前
てん きょ まえ

転居後
てん きょ ご

出典：岩前篤：断熱性能と健康、日本建築学会第40回熱シンポジウム講演集、2010．10より抜粋

・

・

・

住宅の室内環境と健康の関係①
じゅう たく しつ ない かん きょう けん こう かん けい

ていだんねつ いえ

こうだんねつ いえ

ひ こ
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暖かい室内
あたた しつ ない

寒い脱衣所
さむ だつ い じょ

寒い浴室
さむ よく しつ

熱い湯船
あつ ゆ ぶね

血圧安定
けつ あつ あん てい

血管が縮み

血圧上昇

けっかん ちぢ

けつ あつじょうしょう

さらに

血圧上昇
けつ あつじょうしょう

血圧が

急激に低下
きゅうげき

けつ あつ

ていか

住宅の室内環境と健康の関係②
じゅう たく しつ ない かん きょう けん こう かん けい
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省エネ基準とは…
しょう き じゅん

国が定めた、住宅が

備えるべき性能の

目安となる基準です。

くに じゅう たく

かん

き じゅん

さだ

せい のうそな

②一次エネルギー消費量
しょう ひ りょういち じ

省エネ基準

①外皮性能
がい ひ せい のう

しょう き じゅん
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環境省
COOL CHOICE エコ住キャンペーン

省エネ住宅の特徴である
「高”断だん”熱」「高気”密みつ”」
にちなみ、タレントの壇蜜さんを
「省エネ住宅推進大使」に任命。

https://ondankataisaku.env.go.jp/coolchoice/topic
s/20171003-01.html
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「新たなライフスタイル～黒岩知事と壇蜜が語るネット・ゼロ・エネルギー・ハウスとは？」
(tvkハウジングプラザ横浜，2018年5月13日（日））

かながわで考える「省エネ住宅・エネルギーのこれから」のトークセッション

http://www.pref.kanagawa.jp/chiji/photolog/2018/0513-2.html
39
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対象 提示する温度指標の候
補

入浴時の
事故

血圧上昇 急激な温度変化 冬季入浴時刻帯における
居間、廊下、脱衣室・浴室
の温度差

血圧低下 熱い湯、長時間入浴

※寒い住宅の居住者は暑
い湯に長時間入浴する
傾向

冬季の居間の気温

循環器系
疾患

高血圧 朝の室温が10℃低いと血圧
が4mmHG上昇（収縮期血
圧）

足 元 室 温 １ ℃ 低 下 で
1mmHG上昇

冬季起床時刻の寝室の
室温

冬季の居間、寝室の床近
傍の温度

呼吸器系
疾患 肺炎等 就寝中の低温空気の吸入 冬季夜間寝室の室温

活動量 温度変化、温度
差による歩数減

室温変化、室間温度差10℃
で1400歩/日減

生活時間帯での居間にお
ける室温変動

睡眠効率 冬季就寝中の寝室の平
均室温

深部体温 体温低下による
免疫力低下

高断熱住宅転居で起床時
体温上昇

冬季就寝中の寝室の平
均室温

SWH 住環境と健康部会資料より作成

家庭内事故、疾患等と関連する温度指標の検討
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【背 景】
厳しい寒さによる病死の40%が循環器系疾患、33%が呼吸系疾患の原因
・血圧上昇（高血圧性疾患リスク増大）→脳卒中
・肺の抵抗弱体化（肺感染症リスク増大）→肺炎
・血液の濃化（冠状動脈血栓症リスク増大）

【指 針】

指針温度 備 考
◎

推奨温度
21℃ ・昼間の居間の最低推奨気温

○
許容温度

18℃ ・夜間の寝室の最低推奨気温

△ 16℃未満 ・呼吸器系疾患に影響あり

△ 9～12℃ ・血圧上昇、心臓血管疾患のリスク

× 5℃ ※低体温症を起こすハイリスク

イギリスの例：冬期住宅内温度指針

SWH 住環境と健康部会資料より作成
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Recommendations to promote
healthy housing for a 
sustainable
and equitable future

Health, environment, and sustainable development
WHO Housing and health guidelines

Housing impacts health: New WHO Guidelines on Housing and 
Health, News story, Geneva, Switzerland, 27 November 2018 
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・日本では、依然として断熱性能が低いストック住宅の割合が高い。

・築２０～３５年の住宅について、生活スタイルの変化や中古住宅流
通を契機とした省エネ改修を想定し、ケーススタディを実施。

→高齢二人世帯：子どもの独立によって１階を中心に生活
→子育て世帯 ：中古住宅を購入し、住宅全体をグレードアップ

・改修前：
昭和55年省エネ基準相当

・改修後
部位別に現行省エネ基準に適合

・BEST住宅版を用いたシミュレーション
にて、省エネ性、健康性の改善効果
を評価

スマートウェルネス化に向けた省エネ改修

概ね
築２０～
３５年
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調査方法
シミュレーション設定条件

住宅事業建築主の判断基準 標準プラン

2人世帯のケースで暖房 4人世帯のケースで暖房

51



全国調査との比較等を踏まえ、断熱性能や居間の暖房方式、暖房スケジュール
に着目したケースを設定して、ケーススタディ実施。 52

①全国調査の結果を再現するような
改修前条件の計算結果の追加

断熱性能
（部分断熱改修は改修

範囲および部位）

無断
熱

昭和55年基準

平成
4年
基準

平成
25年
基準

超高断熱

2人世帯：シナリオA 4人世帯：シナリオB
1階全体断熱改修 1・2階全体断熱改修

開口
部

開口
部/
床

開口部/床
/外壁/下
屋天井

開口
部

開口
部/
床

開口部/
床/外壁
/天井

常時換気[回/h]
(基準気積)

なし なし
第3種換気：
0.5(全館)

なし
第3種換気：
0.5(全館)

第3種換
気：0.5
(全館)

全熱交換
換気：0.5
(各居室)

漏気[回/h]
(基準気積)

1.0
(全館)

1.0
(全館)

0.25(全館)
階段扉あり

1.0
(全館)

0.25(全館)
階段扉なし

なし なし

暖
房

基準（20℃設定）
H27
B1

H28
A基準

H28
A4

H28
A5

H28
A6

H28
B基準

H28
B5

H28
B6

H28
B7

H28
B2

H27
B3

H27
B4

こたつ B8
電気カー
ペット

エアコン17℃ B9
20℃ B10

開放型暖房 B11
朝晩暖房 A12
浴室・脱衣室暖房 H27 H29 B13 H27

就寝時暖房 H28 B14 H27

起床時暖房 H28 B15 H27

就寝中暖房 H28 B16 H27
運転状況の見直し
（二段階室温設定）

H28
A17

H28
A18

H28
B17

平成30年度
4人世帯居間
暖房方式追加

平成30年度
2人世帯

朝晩暖房追加
計算実施年度
・ケース番号



全国調査との比較等を踏まえ、断熱性能や居間の暖房方式、暖房スケジュール
に着目したケースを設定して、ケーススタディ実施。 53

①全国調査の結果を再現するような
改修前条件の計算結果の追加

断熱性能
（部分断熱改修は改修

範囲および部位）

無断
熱

昭和55年基準

平成
4年
基準

平成
25年
基準

超高断熱

2人世帯：シナリオA 4人世帯：シナリオB
1階全体断熱改修 1・2階全体断熱改修

開口
部

開口
部/
床

開口部/床
/外壁/下
屋天井

開口
部

開口
部/
床

開口部/
床/外壁
/天井

常時換気[回/h]
(基準気積)

なし なし
第3種換気：
0.5(全館)

なし
第3種換気：
0.5(全館)

第3種換
気：0.5
(全館)

全熱交換
換気：0.5
(各居室)

漏気[回/h]
(基準気積)

1.0
(全館)

1.0
(全館)

0.25(全館)
階段扉あり

1.0
(全館)

0.25(全館)
階段扉なし

なし なし

暖
房

基準（20℃設定）
H27
B1

H28
A基準

H28
A4

H28
A5

H28
A6

H28
B基準

H28
B5

H28
B6

H28
B7

H28
B2

H27
B3

H27
B4

こたつ B8
電気カー
ペット

エアコン17℃ B9
20℃ B10

開放型暖房 B11
朝晩暖房 A12
浴室・脱衣室暖房 H27 H29 B13 H27

就寝時暖房 H28 B14 H27

起床時暖房 H28 B15 H27

就寝中暖房 H28 B16 H27
運転状況の見直し
（二段階室温設定）

H28
A17

H28
A18

H28
B17

電気ヒーターで

模擬（700W/3kW）

浴室・脱衣室暖房

を30分/日運転

エアコン

17℃設定＋

こたつ発熱

100W

就寝開始より2時間

/起床前1時間/

就寝中に暖房運転

就寝中は暖房18℃設定

（他のケース・時間帯

は20℃設定）

朝2時間

夜3～4時間

居間を暖房

在室時に

居間・寝室を

暖房

居室間歇暖房

夜間は暖房なし



今後、計算の設定スケジュールなどを踏まえた時刻・時間帯で評価を行うこと
とする。

54

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

作用温度計算結果
（実測では室温測定結果を用いて分析しているが、

計算では作用温度計算結果を採用）
指標の
示し方

居間 脱衣室 寝室

a 高血圧
居間暖房開始前
温度と開始1時
間後温度の平均

居間暖房開始前
と開始1時間後
の居間温度と寝
室温度の差

起床時収縮期
血圧予測値

b 夜間頻尿 就寝時温度
室温の分類

（寒い／中間／
暖かい住宅）

分類の方法は全
国調査に揃える
が、全国調査の
分類は仮置きの
値を用いて実施
されている点に
留意が必要

c
入浴事故
リスク

平均温度
（起床→就寝）

平均温度
（起床→就寝）

d 肩こり
平均温度

（起床→就寝）
平均温度

（就寝→起床）

e 腰痛
平均温度

（起床→就寝）
平均温度

（就寝→起床）
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②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

全国調査結果では、起床時収縮期血圧は、居間や寝室の温度と
関連があることが示されている。

レベル 説明変数 偏回帰
係数

有意
水準

固
定
効
果

－ 切片 128 **

Level-1
日レベル
(反復測定)

居間室温 －0.91 **
居間室温_2乗 0.011 *
居間室温_3乗 0.0038 **
居間寝室の温度差 0.25 **
居間寝室の温度差_2乗 0.012 **
睡眠の質 －0.87 **
睡眠時間 －0.17 **
飲酒 －0.60 **
年齢×居間室温 －0.013 **

Level-2
個人

レベル

年齢 0.57 **
性別（女性） －3.1 **
BMI 1.3 **
塩分ﾁｪｯｸｼｰﾄ得点 0.35 **
野菜（あまり食べない） 3.6 *
野菜（2〜3回/週） 2.3 **
汗かく運動（なし） 0.49 n.s.
喫煙（あり） 2.9 **
飲酒（ほとんど飲まない） 3.5 **
飲酒（時々） 0.2 n.s.
降圧剤服用（あり） 5.1 **
外気温（測定期間平均値） 0.02 n.s.

起床時収縮期血圧の最終モデル(室温関連指標)
各個人で評価した場合、
室温と血圧は3次曲線の関係となる

各個人で評価した場合、
室間温度差と血圧は2次曲線の関係となる

室温と血圧は非線形の関係

高齢者ほど、室温低下が血圧上昇に
及ぼす影響が大きい

室温[℃]

起
床

時
血

圧
[m

m
H

g]

α+10 歳

α 歳

傾き大

*p<0.05,**p<0.01
n＝50,155（＝2,282名×測定回数(Ave.22回)）

AIC：377,907
スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 研究企画委員会 調査・解析小委員会 2018.1.29

a.高血圧に関する全国調査結果



120

130

140

150
B基

準
S
55

B2
 H
4

B3
 H
2
5

B
4 
超
高
断
熱

B
5 
窓

B
6 
窓
床

B
7 
窓
床
壁
天
井

B
8 
こ
た
つ
17
℃

B
9 
カ
ー
ペ
ッ
ト
17
℃

B
10
カ
ー
ペ
ッ
ト
20
℃

B
11
 開

放
型
暖
房

B
13
 浴

室
暖
房

B
14
 就

寝
時
暖
房

B
15
 起

床
時
暖
房

B
16
 就

寝
中
暖
房

B
17
 就

寝
中
18
℃

既築 新築 断熱改修 採暖 暖房運転

40歳男性 46歳男性 65歳男性 75歳男性

血
圧
[m
m
Hg
]

参考：住宅の断熱化と居住者の健康への影響に関する
全国調査 第２回中間報告会 2018.1.29 起床時収縮期

血圧予測値

ケース番号 基準 B2 B3 B4 B5 B6 B7 B8 B9 B10 B11 B13 B14 B15 B16 B17

寝室暖房 基準
浴室
暖房

就寝
時

起床
時

就寝
中

就寝
中
18℃

居間
暖房

エアコン 設定作用温度20℃ 17℃ 20℃ 停止 20℃

採暖
こた
つ

電気カー
ペット

開放
型暖
房

断熱性能 S55 H4 H25
超高
断熱

窓 窓床
窓床
壁
天井

S55

56
断熱性能向上に伴い、起床時収縮期血圧の予測値は低下する。
年齢が上がるに従い、また、採暖のケースで、血圧は高くなる。

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

a.起床時収縮期血圧 4人世帯46歳男性

加齢

断熱性能向上
暖房能力小

低
↑
評
価
↓
高
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に関する全国調査 第２回中間報告会
2018.1.29
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起床時収縮期血圧予測値
参考：住宅の断熱化と居住者の健康への影響に関する

全国調査 第２回中間報告会 2018.1.29

57
新築や断熱改修で断熱性能が向上するほど、起床時収縮期血圧の予測値は低下
する。

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

a.起床時収縮期血圧 4人世帯46歳男性

断熱性能向上断熱性能向上

低
↑
評
価
↓
高

低
↑
評
価
↓
高
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全国調査 第２回中間報告会 2018.1.29
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起床時収縮期血圧予測値
参考：住宅の断熱化と居住者の健康への影響に関する

全国調査 第２回中間報告会 2018.1.29

58

暖房能力が小さく居間作用温度が低い、採暖のケースで血圧が高くなる。起床
時寝室作用室温が高い、起床時や就寝中の暖房のケースで血圧が低くなる。

起床時温度高

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

a.起床時収縮期血圧 4人世帯46歳男性

居間温度低

低
↑
評
価
↓
高

低
↑
評
価
↓
高
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B15 起床時暖房 B16 就寝中暖房
B17 就寝中18℃

血
圧
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] 参考：住宅の断熱化と居住者の健康への影響に関する

全国調査 第２回中間報告会 2018.1.29

起床時収縮期血圧予測値

59

住宅の温熱環境が改善されると、血圧予測値が高血圧の基準値に達する年齢が
高くなる。

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

a.起床時収縮期血圧 4人世帯46歳男性

家庭血圧高血圧基準135mmHg
（日本高血圧学会：高血圧
治療ガイドライン2014)

傾き(0.57-0.013×(Tc-Ts))の直線
Tc：居間温度計算結果

Ts:全国調査の平均的な居間温度

低
↑
評
価
↓
高
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a.起床時収縮期血圧予測値 参考：住宅の断熱化と居住者の健康への影響に関する
全国調査 第２回中間報告会 2018.1.29

60

暖房運転時間が短いケースでは、
起床時収縮期血圧の予測値が高くなる。

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

a.起床時収縮期血圧 2人世帯65歳男性

加齢

暖房運転
時間短

ケース番号 A基準 A12 A17 A5 A6 A7 A18
暖房 基準 朝晩暖房 就寝中18℃ 基準 就寝中18℃

居間暖房 エアコン

断熱性能 S55 S55
S55

+窓改修
S55

+窓床改修

S55
+窓床壁
天井改修

S55
+窓床壁
天井改修

低
↑
評
価
↓
高
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リビング 和室 寝室 子供室1 子供室2 脱衣室 浴室

暖
房
用
一
次

エ
ネ
ル
ギ
ー
[G
J
/ 年

]

-19%-22%-40%
四人世帯基準条件に対して

25%38%18%13%-7%-17% 9%9%21%

61

断熱性能向上に伴い、暖房用エネルギーは削減される。

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

暖房用一次エネルギー消費量 4人世帯

断熱性能向上

ケース番号 基準 B2 B3 B4 B5 B6 B7 B8 B9 B10 B11 B13 B14 B15 B16 B17

寝室暖房 基準
浴室
暖房

就寝
時

起床
時

就寝
中

就寝
中
18℃

居間
暖房

エアコン 設定作用温度20℃ 17℃ 20℃停止 20℃

採暖
こた
つ

電気カー
ペット

開放
型暖
房

断熱性能 S55 H4 H25
超高
断熱

窓 窓床
窓床
壁
天井

S55

低
↑
評
価
↓
高
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リビング 和室 寝室 子供室1 子供室2

暖
房
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一
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]

二人世帯基準条件に対して
-40%-36%-24%-8% -20%-48%

62

断熱性能向上に伴い、暖房用エネルギーは削減される。
就寝中暖房18℃設定のケースでエネルギー消費は多少削減される。

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

暖房用一次エネルギー消費量 2人世帯

断熱性能向上就寝中18℃

ケース番号 A基準 A12 A17 A5 A6 A7 A18
暖房 基準 朝晩暖房 就寝中18℃ 基準 就寝中18℃

居間暖房 エアコン

断熱性能 S55 S55
S55

+窓改修
S55

+窓床改修

S55
+窓床壁
天井改修

S55
+窓床壁
天井改修

低
↑
評
価
↓
高
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参考：住宅の断熱化と居住者の健康への影響に関する全国調査
第２回中間報告会 2018.1.29

暖房用一次エネルギー消費量[GJ/年]

B4
超高断熱

B3 H25
B2 H4 B基準

S55

B9
カーペット

17℃B8
こたつ

B7
改修 B16

就寝中
B17

就寝中18℃

B15
起床時

B14
就寝時

B5・6
改修

B13
浴室暖房B10

開放型
B10

カーペット
20℃

63
断熱性能の向上によりエネルギー性能・健康性がともに向上。採暖はその逆。
寝室での適切な暖房使用により健康性向上の可能性。

断熱性能
向上

寝室暖房

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

a.起床時収縮期血圧 4人世帯46歳男性

採暖

高← 評価 →低

低
↑

評
価

↓
高
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暖房用一次エネルギー消費量[GJ/年]
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参考：住宅の断熱化と居住者の健康への影響に関する全国調査
第２回中間報告会 2018.1.29

暖房用一次エネルギー消費量[GJ/年]

A基準
S55

A18 窓床壁天井
改修就寝中18℃

A17
就寝中18℃

A5 窓改修

A7 窓床壁
天井改修

A6 窓床改修

A12 朝晩暖房

64
断熱性能の向上により、エネルギー性能・健康性がともに向上。
就寝中暖房18℃設定で、多少の血圧上昇とエネルギー削減。

断熱性能向上

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

a.起床時収縮期血圧 2人世帯65歳男性

暖房運転時間短

高← 評価 →低

低
↑

評
価

↓
高
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②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

全国調査結果では、夜間頻尿は、居間の就寝時間帯温度と
関連があることが示されている。

目的変数 夜間頻尿回数 [0]2回未満 [1]2回以上 調整オッズ比 有意確率

説明変数

居間室温
（対 18℃以上）

12〜18℃未満 1.61 0.020
12℃未満 3.01 ＜0.001

年齢 [0]65歳未満 [1]65歳以上 4.36 ＜0.001
性別 [0]女性 [1]男性 1.93 0.002
喫煙習慣
（対 あり）

なし 1.24 0.457
禁煙した 2.42 0.013

睡眠障害程度
（対 障害なし）

軽度障害 1.27 0.237
高度障害 3.35 ＜0.001

糖尿病 [0]なし [1]あり 1.92 0.022
モデル
適合度

Hosmer-Lemeshowの検定 p=.701
正判別率 89.0%

※ 強制投入法により投入したが有意でない変数 は表記省略。

居間の就寝時間帯温度が夜間頻尿に影響

1.00 1.61 3.01 
0

1

2

3

4

18℃以上 12〜18℃未満 12℃未満

調
整

オ
ッ

ズ
比

[-
] p=0.020 p<0.001

夜2回以上トイレにリスクが上昇
12〜18℃の場合 ： 1.61倍
12℃未満の場合 ： 3.01倍

スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 研究企画委員会 調査・解析小委員会 2018.1.29

b.夜間頻尿に関する全国調査結果
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参考：住宅の断熱化と居住者の健康への影響に関する全国調査 第２回中間報告会 2018.1.29

ケース 基準 B2 B3 B4 B5 B6 B7 B8 B9 B10 B11 B13 B14 B15 B16 B17

寝室暖房 基準
浴室
暖房

就寝
時

起床
時

就寝
中

就寝
中
18℃

居間
暖房

エア
コン

設定作用温度20℃ 17℃ 20℃ 停止 20℃

こた
つ
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ペット

開放
型暖
房採暖

断熱性能 S55 H4 H25
超高
断熱

窓 窓床
窓床
壁
天井

S55

66採暖のケースで、夜間頻尿リスクは高くなる。

居間暖房能力小

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

b.夜間頻尿 4人世帯46歳男性

高
↑
評
価
↓
低
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参考：住宅の断熱化と居住者の健康への影響に関する全国調査 第２回中間報告会 2018.1.29

67
暖房により居間温度が暖房設定温度となるため、ケース間の差は見られない。

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

b.夜間頻尿 2人世帯65歳男性

ケース A基準 A12 A17 A5 A6 A7 A18
暖房 基準 朝晩暖房 就寝中18℃ 基準 就寝中18℃

居間暖房 エアコン

断熱性能 S55 S55
S55

+窓改修
S55

+窓床改修

S55
+窓床壁
天井改修

S55
+窓床壁
天井改修

高
↑
評
価
↓
低



全国調査結果では、湯船の温度は、居間や脱衣室の温度と
関連があることが示されている。 68

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

室温と湯船の温度の関係

湯温と熱めとする確率が 1.8倍

調
整

オ
ッ

ズ
比

[-
]

1.75 1.771.00

**

脱衣所室温の影響が大きい

n=2,586 強制投入法 **p<0.01 *p<0.05  †p<0.10 

**

目的変数 湯船の温度 [0] ぬるめ、普通 [1] 熱め 調整オッズ比 有意確率

説明変数

室温
[1] 温暖群 (241s) Ref. 1.00 -
[2] 中間群 (1,136s) 1.75 <0.01
[3] 寒冷群 (1,209s) 1.77 <0.01

性別 [0] 男性 [1] 女性 1.38 <0.01

年齢
[1] 45〜65歳 Ref: 45歳未満 1.43 <0.01
[2] 65歳以上 Ref: 45歳未満 0.96 0.80

BMI [0] 25kg/m2未満 [1] 25kg/m2以上 1.13 0.32

世帯収入
[2] 200~600万円 Ref: 600万円以上 1.07 0.53
[3] 200万円未満 Ref: 600万円以上 1.24 0.21

寒冷群温暖群
平均室温（帰宅〜就寝時間）

中間群

居間・脱衣所
ともに18℃未満

居間・脱衣所
ともに18℃以上

寒冷群温暖群 中間群

1.8倍

1.8倍

スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 研究企画委員会 調査・解析小委員会 2018.1.29

c. 入浴事故リスクに関する全国調査結果



居間
温度高

脱衣室
温度高 暖かい住宅

1.0倍

寒い住宅

1.8倍

中間の住宅

1.8倍

B4
超高断熱

B3 H25

B2 H4

B基準 S55
B8こたつ

B9 カーペット
17℃

B10
開放型

18℃

18℃

B13
浴室暖房

69

断熱性能向上に伴い脱衣室温度が上昇し「中間」から「暖かい」に変化。暖房
能力の小さいケースでは「寒い」となる。
浴室暖房の短時間使用（30分）では平均室温への影響は限定的。

暖房能力小

断熱性能向上

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

c.危険入浴 4人世帯46歳男性

高
↑

評
価

↓
低

低← 評価 →高



居間
温度高

脱衣室
温度高 暖かい住宅

1.0倍

寒い住宅

1.8倍

中間の住宅

1.8倍
18℃

18℃

A7 窓床壁
天井改修

A基準 S55

A12
朝晩暖房

70

断熱性能の向上に伴い、脱衣温度が高くなるが、「中間」の住宅の範囲にとど
まる。

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

c.危険入浴 2人世帯65歳男性

断熱性能向上

暖房運転時間短

高
↑

評
価

↓
低

低← 評価 →高



全国調査結果では、肩こりの有訴割合は、居間や寝室の温度と
関連があることが示されている。 71

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50
室温と肩こりの関連

n=436 強制投入法

3.16

1.00

**

**p<0.01 *p<0.05  †p<0.10 

調
整

オ
ッ

ズ
比

[-
]

目的変数 肩こり [0]全くない [1] 年1回〜毎日 調整オッズ比 有意確率

説明変数

室温
[2] 中間群 (164s) Ref: 温暖群 (61s) 1.85 0.06
[3] 寒冷群 (211s) Ref: 温暖群 (61s) 3.16 <0.01

性別 [0] 男性 [1] 女性 3.49 ＜0.01
年齢 [0] 75歳以上 [1] 60〜75歳 1.77 0.02
BMI [0] 25kg/m2未満 [1] 25kg/m2以上 1.31 0.37
飲酒習慣 [0] 時々, 殆ど飲まない [1] 毎日 0.96 0.89

世帯収入
[2] 200~600万円 Ref: 600万円以上 1.29 0.42
[3] 200万円未満 Ref: 600万円以上 1.86 0.10

運動習慣 [0] なし [1] あり 0.93 0.74

寒冷群温暖群
平均室温（帰宅〜就寝時間）

中間群

1.85

✝

肩こりの有訴割合が 3.2倍

居間・寝室
ともに18℃未満

居間・寝室
ともに18℃以上

寒冷群温暖群 中間群

3.2倍

1.9倍

スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 研究企画委員会 調査・解析小委員会 2018.1.29

d.肩こりに関する全国調査結果



全国調査結果では、腰痛の有訴割合は、居間や寝室の温度と
関連があることが示されている。

e.腰痛に関する全国調査結果

72

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50
腰痛と室温との関連

n=448 強制投入法

2.041.00

*

**p<0.01 *p<0.05  †p<0.10 

調
整

オ
ッ

ズ
比

[-
]

目的変数 腰痛 [0]全くない [1] 年1回〜毎日 調整オッズ比 有意確率

説明変数

室温
[2] 中間群 (163s) Ref: 温暖群 (61s) 1.38 0.34
[3] 寒冷群 (212s) Ref: 温暖群 (61s) 2.04 0.03

性別 [0] 男性 [1] 女性 1.92 0.01

世帯収入
[2] 200~600万円 Ref: 600万円以上 1.89 0.04
[3] 200万円未満 Ref: 600万円以上 2.24 0.03

飲酒習慣 [0] 時々, 殆ど飲まない [1] 毎日 1.62 0.16
年齢 [0] 60〜75歳 [1] 75歳以上 1.13 0.64
BMI [0] 25kg/m2未満 [1] 25kg/m2以上 1.31 0.39
運動習慣 [0] なし [1] あり 1.14 0.59

寒冷群温暖群
平均室温（帰宅〜就寝時間）

中間群

1.38

n.s.

腰痛の有訴割合が 2.0倍

居間・寝室
ともに18℃未満

居間・寝室
ともに18℃以上

寒冷群温暖群 中間群

2.0倍

スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 研究企画委員会 調査・解析小委員会 2018.1.29



居間
温度高

寝室
温度高 暖かい住宅

1.0倍

寒い住宅肩こり3.2倍
腰痛2.0倍

中間の住宅
肩こり1.9倍
腰痛1.4倍

B4 超高断熱

B3 H25

B2 H4
B基準
S55

B8こたつ
B9 カーペット

17℃

B10 開放型

18℃

18℃

B16 就寝中
B17 就寝中18℃

B13
就寝時

B7 改修

73

居間をエアコンで暖房するケースでは、断熱性能の向上に伴い、寝室温度が高
くなり、「中間」から「暖かい」に変化する。暖房能力の小さいケースでは、
居間温度が低くなり、「寒い」となる。

暖房能力小

断熱性能
向上

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

d.肩こり e.腰痛 4人世帯46歳男性

暖房使用

高
↑

評
価

↓
低

低← 評価 →高

73



居間
温度高

寝室
温度高 暖かい住宅

1.0倍

寒い住宅肩こり3.2倍
腰痛2.0倍

中間の住宅
肩こり1.9倍
腰痛1.4倍

A17・18
就寝中18℃

18℃

18℃

A12
朝晩暖房

A基準
S55

74

在室時間帯に居間・寝室（和室）をエアコンで暖房するケースでは、「暖か
い」住宅となる。

②全国調査の分析結果を使用した
健康性リスク要因の評価チャートの再検討

d.肩こり e.腰痛 2人世帯65歳男性

暖房運転時間短

低← 評価 →高

高
↑

評
価

↓
低



省エネ性・健康性評価と改修コスト試算の例
暖かさの得点、一次エネルギー、改修コストの評価

6

7

8

9

10

11

12

13

0 5 10 15 20 25

暖
か
さ
の
得
点
（
点
）

空調用一次エネルギー [GJ/年]

6

7

8

9

10

11

12

13

0 1000 2000 3000 4000 5000

暖
か
さ
の
得
点
（
点
）

改修コスト [千円]

■ 2人世帯（高齢世帯が１階を改修）
■ 4人世帯（子育て世帯が１・２階全体を改修）

改修前
窓改修

窓＋床改修

改修前

１階全体改修

１･２階
全体改修

窓＋床改修
窓改修

改修前

窓改修
窓＋床改修

１階全体改修

改修前

窓改修
窓＋床改修

１･２階
全体改修

注）改修コスト：材工・経費共税抜き、2009年度2010年度岩村アトリエ調査による。
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〇おわりに

• 急激に普及した在宅ワークは、今後のウィズコロナ、アフターコロナの時
代においても一定数定着をし働き方が変化していく。

• 在宅ワークの際の光熱費の増加についても関心が高くなる。

• 電力消費には 冷暖房負荷などを含めて建物の断熱性能が大きく影
響するため、ゼロエネルギー化をさらに推進するべき。

• エネルギー消費や光熱費だけでなく、健康・快適、安全・安心といった
ノン・エナジー・ベネフィット（NEB）に注目したい。

• 健康を害するリスクを軽減するためには、新築住宅だけでなく既存住
宅の断熱リフォームが重要である。

• 住宅全体の断熱強化が望ましいが、生活行動に合わせた部分断熱
も効果が大きい。 86
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